
(1)団体組織情報

(2)代表者情報

(3)役員

(4)職員・従業員

都道府県 東京都
市区町村 ⼤⽥区
番地等 平和島6-1-1 TRCアネックス1階

団体情報⼊⼒シート

団体名 株式会社農協観光
郵便番号 143-0006

団体種別法⼈格 株式会社（有限会社を含む） 資⾦分配団体

設⽴年⽉⽇ 1989/10/20
法⼈格取得年⽉⽇ 1989/10/20

電話番号 03-6436-8204

WEBサイト(URL)

団体WEBサイト https://ntour.jp/

その他のWEBサイト
(SNS等)

代表者(1) ⽒名 清⽔ 清男
役職 代表取締役社⻑

フリガナ シミズ キヨオ

⽒名
役職

役員数［⼈］ 24

代表者(2)
フリガナ

理事・取締役数［⼈］ 20
評議員［⼈］ 0
監事/監査役・会計参与数［⼈］ 4

上記監事等のうち、公認会計⼠または税理⼠数［⼈］ 0

⾮常勤職員・従業員数［⼈］ 171
有給［⼈］ 171
無給［⼈］ 0

職員・従業員数［⼈］ 494
常勤職員・従業員数［⼈］ 323

有給［⼈］ 323
無給［⼈］ 0

事務局体制の備考





(12)過去に休眠預⾦事業で助成を受けた実績

0

0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

番号
対象 申請 左記で実⾏団体として申請中・申請予定⼜は採択された場合

年度 事業 種別・状況
申請中・申請予定⼜は採択された
資⾦分配団体名

申請中・申請予定⼜は採択された
事業名



※黄色セルは記入が必要な箇所です。「記入箇所チェック」欄２箇所で、記入漏れがないかご確認をお願いします。

事業名： 農福連携による共生社会創造事業 記入箇所チェック 記入完了

団体名： 株式会社農協観光

過 去 の 採 択 状

況：

通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されてい
ない。

記入完了 記入完了 記入完了

(参考)JANPIAの
規程類

提出時期（選択） 根拠となる規程類、指針等
必須項目の該当箇所

※条項等

. . .

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（総会の招
集）

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（総会の招
集）

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（総会の招
集）

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（総会の招
集）

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（総会の招
集）（議決権の代理行使）

公募申請時に提出 定款
第３章 株主総会（決議の方
法）（議決権の代理行使）

公募申請時に提出
定款

※定款への記載はないが会社法に準じ対 該当箇所なし

公募申請時に提出

定款

※定款への記載はないが会社法に準じ対
応

該当箇所なし

⚫ 理事会の構成 . . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

. . .

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

⚫ 理事の職務権 . . .

理事の職務権限規

程

内定後1週間以内に提
出

⚫ 監事の監査に関する規程 . . .

監事監査規程
内定後1週間以内に提
出

⚫ 役員及び評議 . . .
内定後1週間以内に提
出

内定後1週間以内に提
出

JANPIAの定款（第29条 理事の職務及び権限）に規定するもののほか理事間の具体的な職務分担
が規定されていること

監事の職務及び権限を規定し、その具体的内容を定めていること

※監事を設置していない場合は、社員総会で事業報告、決算について審議した議事録を提出して
ください

（１）役員及び評議員（置いている場合にのみ）の報酬の額 役員及び評議員の

報酬等並びに費用

に関する規程（２）報酬の支払い方法

（１）理事の構成

「各理事について、当該理事及びその配偶者又は３親等内の親族等である理事の合計数が、理事

の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

⚫ 理事会の運営に関する規程 ※理事会を設置していない場合は不要です。

（１）開催時期・頻度

・定款

・理事会規則

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議 （過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外

「理事会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する理事を除いた上で行

う」という内容を含んでいること

定款
（２）理事の構成

「他の同一の団体の理事である者その他これに準ずる相互に密接な関係にある理事の合計数が、

理事の総数の３分の１を超えないこと」という内容を含んでいること

規程類必須項目確認書

提出する規程類（定款・指針・ガイドライン等を含む。以下、「規程類」という。）に以下の必須項目が含まれていることを確認し、本エクセル別シートの「記入例」に倣って該当箇所を記載してくだ

さい。

過去の採択状況に関係なく、全団体、該当箇所への記載が必要です。

〈注意事項〉

◎規程類を作成する際はJANPIAの規程類を参考にしてください。https://www janpia or jp/about/information/rule html
◎後日提出する規程類に関しては、助成申請書で誓約いただいているとおり、内定通知後1週間以内にご提出ください。なお、後日提出時において本様式も併せてご提出ください。
◎過去通常枠で資金分配団体（またはコンソーシアム構成団体）として採択されている団体は、「規程類必須項目確認書」の提出のみとし、規程類の提出は不要です。ただし、内容等に変更が生じている場合は該当部分

のみ提出をお願いします。

◎以下の必須項目は、公益財団法人、一般財団法人、公益社団法人、一般社団法人、特定非営利活動法人を想定したものです。これ以外の法人については、表を参考に整備してください。なお、ご不明点等はJANPIAへご
相談ください

規程類に含める必須項目

⚫ 社員総会・評議員会の運営に関する規程

記入箇所チェック ※3か所とも「記入完了」となるようにしてください。

（１）開催時期・頻度

・評議員会規則

・定款

（２）招集権者

（３）招集理由

（４）招集手続

（５）決議事項

（６）決議（過半数か3分の2か）

（７）議事録の作成

（８）特別の利害関係を有する場合の決議からの除外

「評議員会の決議に当たっては、当該決議について特別の利害関係を有する評議員を除いた上で

行う」という内容を含んでいること

※社団法人においては、特別利害関係を持つ社員の社員総会への出席ならびに議決権の行使に関
する除外規定は必須としないこととします。



⚫ 倫理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

⚫ 利益相反防止に関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

公募申請時に提出 コンプライアンス規程 第１章 総則

⚫ コンプライアンスに関する規程 . . .

公募申請時に提出 コンプライアンス規程
第３章  コンプライアンス推進
課の役割

公募申請時に提出

コンプライアンス規程

※内容に応じて異なるが、監査機関や取
締役会への付議事項として、外部有識者

による検討をはかる

該当箇所なし

公募申請時に提出 コンプライアンス規程
第３章  コンプライアンス推進
課の役割

⚫ 内部通報者保護に関する規程 . . .

公募申請時に提出 社内通報制度規程 第６条（通報受付）

公募申請時に提出 社内通報制度規程
第１６条（報復行為・不利益

取扱いの禁止）

⚫ 組織（事務局）に関する規程 . . .

公募申請時に提出 組織規程 第２章 組織運営

公募申請時に提出 組織規程 第３章 責任と権限

公募申請時に提出 組織規程 第３章 責任と権限

公募申請時に提出 組織規程 第３章 責任と権限

⚫ 職員の給与等 . . .

公募申請時に提出 給与規程 第１章 総則

公募申請時に提出 給与規程 第１章 総則

⚫ 文書管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 文書規程 第３章 稟議および供覧

公募申請時に提出 文書規程
第６章 文書の整理・保管およ
び保存

公募申請時に提出 文書規程
第６章 文書の整理・保管およ
び保存

⚫ 情報公開に関する規程 . . .

情報公開規程 公募申請時に提出

情報公開規程なし

※有価証券報告提出会社のＥＤＩＮＥＴ
にて有価証券報告書のみ開示

該当箇所なし

⚫ リスク管理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 リスク管理要領 第３章 リスク管理体制

公募申請時に提出 リスク管理要領 第１章 総則

公募申請時に提出 リスク管理要領 第２章 リスク管理態勢

公募申請時に提出 リスク管理要領 第３章 リスク管理体制

⚫ 経理に関する規程 . . .

公募申請時に提出 固定資産管理事務手続 第１章 資産の区分

公募申請時に提出 経理規程 第１章 総則

公募申請時に提出 経理規程 第１章 総則

公募申請時に提出 経理規程 第２章 勘定科目および帳票

公募申請時に提出 経理規程 第３章 出納

公募申請時に提出 経理規程 第４章 資金

公募申請時に提出 経理規程 第７章 決算

（１）区分経理

経理規程

（２）会計処理の原則

（３）経理責任者と金銭の出納・保管責任者の峻別

（４）勘定科目及び帳簿

（５）金銭の出納保管

（６）収支予算

（７）決算

（４）緊急事態対応の手順

（１）組織（業務の分掌）

事務局規程

（２）職制

（３）職責

（４）事務処理（決裁）

（１）基本給、手当、賞与等
給与規程

（２）給与の計算方法・支払方法

（１）決裁手続き

文書管理規程（２）文書の整理、保管

（３）保存期間

以下の１～４の書類が情報公開の対象に定められていること

１  定款
２  事業計画、収支予算
３  事業報告、貸借対照表及び損益計算書、財産目録
４  理事会、社員総会、評議員会の議事録

（１）具体的リスク発生時の対応

リスク管理規程

（１）ヘルプライン窓口（外部窓口の設置が望ましい）

内部通報（ヘルプ

ライン）規程
（２）通報者等への不利益処分の禁止

「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業者向けガイドライン

（平成28年12月9日消費者庁）」を踏まえた内部通報制度について定めていること

（２）緊急事態の範囲

（３）緊急事態の対応の方針

（１）-1利益相反行為の禁止
「資金分配団体が実行団体を選定、監督するに当たり、資金分配団体と実行団体との間の利益相

反を防ぐ措置」について具体的に示すこと ・倫理規程

・理事会規則

・役員の利益相反

禁止のための自己

申告等に関する規

程

・就業規則

・審査会議規則

・専門家会議規則

（１）-2利益相反行為の禁止
「助成事業等を行うにあたり、理事、監事、評議員・社員、職員その他の事業協力団体の関係者

に対し、特別の利益を与えないものである」という内容を含んでいること

（２）自己申告

「役職員に対して、定期的に「利益相反に該当する事項」に関する自己申告をさせた上で、適切

な組織において内容確認を徹底し、迅速な発見及び是正を図る」という内容を含んでいること

（１）コンプライアンス担当組織

実施等を担う部署が設置されていること

コンプライアンス

規程

（２）コンプライアンス委員会（外部委員は必須）

「外部の有識者等も参加するコンプライアンス施策の検討等を行う組織及びその下に実施等を担

う部署が設置されている 」という内容を含んでいること

（３）コンプライアンス違反事案

「不正発生時には、原因究明、関係者に対する厳格な処分及び再発防止策を確実に実施し、その

内容を公表する」という内容を含んでいること

（１）基本的人権の尊重

倫理規程

（２）法令遵守（暴力団、反社会的勢力の排除）

（３）私的利益追求の禁止

（４）利益相反等の防止及び開示

（５）特別の利益を与える行為の禁止

「特定の個人又は団体の利益のみの増大を図る活動を行う者に対し、寄附その他の特別の利益を

与える行為を行わない」という内容を含んでいること

（６）情報開示及び説明責任

（７）個人情報の保護



定     款 
 

制定   平成 元年 10月 16日 

改定   平成  3年  6月 27日 

改定   平成  6年  6月 28日 

改定   平成  8年  6月 28日 

改定   平成 11年 10月 21日 

改定   平成 12年  6月 28日 

改定   平成 14年  6月 27日 

改定   平成 17年  6月 28日 

改定   平成 18年  6月 28日 

改定   平成 23年 10月 26日 

改定   平成 24年  8月 28日 

改定   平成 27年  9月 29日 

改定   平成 29年  6月 27日 

改定   令和  2年  9月 24日 

 

第１章  総    則 

第２章  株    式 

第３章  株主総会 

第４章  取締役、監査役、相談役 

第５章  取締役会および監査役会 

第６章  計    算 

附    則 



第１章  総    則 

 

（商  号） 

第１条 当会社は、株式会社農協観光と称し、英語では、Nokyo Tourist Corporationと表示する。 

（目  的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

１．旅行業法に基づく旅行業 

２．余暇関連情報提供に関する業務 

３．健康保養施設、スポーツ施設、観光農園等の企画、経営、あっ旋 

４．旅行カバン、旅行用小物類の販売およびリースおよびレンタル業 

５．旅館、ホテルおよび食堂の経営 

６．両替業 

７．労働者派遣事業 

８．図書の出版および販売業 

９．損害保険代理業 

１０．航空運送事業および貨物輸送事業 

１１．不動産の賃貸および管理運営 

１２．酒類販売業 

１３. 農福連携事業 

１４. 職業紹介事業 

１５．前各号に付帯関連する一切の事業 

（本店の所在地） 

第３条 当会社は、本店を東京都千代田区に置く。 

（機  関） 

第４条 当会社は、株主総会および取締役のほか、次の機関を置く。 



１．取締役会 

２．監査役 

３．監査役会 

４．会計監査人 

（公告方法） 

第５条 当会社の公告は、日本農業新聞に掲載して行う。 

 

 

第２章  株    式 

 

（発行可能株式総数） 

第６条 当会社の発行可能株式総数は、５６，０００株とする。 

（株券の不発行） 

第７条 当会社は、株式に係る株券を発行しない。 

（株式の譲渡制限） 

第８条 当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を受けなければならない。 

（株式等の割当てを受ける権利を与える場合） 

第９条 当会社は、株主に株式の割当てを受ける権利を与えて募集株式の発行を行う場合には、会社法

第１９９条第１項各号に定める募集事項および同法第２０２条第１項各号に定める事項を、取締役

会の決議によって定める。 

（株式取扱規程） 

第１０条 当会社の株式譲渡の承認、株式の名義書換、質権の登録、株主のなすべき届出、その他株式

に関する事項は、取締役会の定める株式取扱規程による。 

（基準日） 

第１１条 当会社は、毎事業年度末の最終の株主名簿に記載された議決権を有する株主をもって、その事

業年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とする。 



２． 前項のほか、必要がある場合は、取締役会の決議によりあらかじめ公告したうえで、臨時に基準

日を定めることができる。 

第３章  株主総会 

 

（総会の招集） 

第１２条 当会社の定時株主総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に招集し、臨時株主総会は、必要

がある場合に取締役会の決議により随時招集する。 

２． 株主総会は、取締役会の決議にもとづき、取締役社長が招集する。 

３． 取締役社長に事故があるときは、あらかじめ取締役会において定めた順序に従い他の取締役が

招集する。 

（総会の議長） 

第１３条 株主総会の議長は、取締役会長がこれにあたる。 

２． 取締役会長に事故があるときは、取締役社長がこれにあたり、会長および社長ともに事故あると

きは、あらかじめ取締役会において定めた順序に従い他の取締役がこれにあたる。 

（決議の方法） 

第１４条 株主総会の決議は、法令またはこの定款に別段の定めがある場合を除き、出席した議決権を

行使することができる株主の議決権の過半数をもって行う。 

（議決権の代理行使） 

第１５条 株主は、当社の議決権を有する他の株主を代理人として、その議決権を行使することができる。 

２． 前項の場合、代理人は株主総会ごとにその代理権を証する書面をあらかじめ当会社に提出しな

ければならない。 

 

 

第４章  取締役、監査役、相談役、会計監査人 

 

（員  数） 

第１６条 当会社の取締役は３名以上２５名以内、監査役は３名以上４名以内とする。 



 

（選  任） 

第１７条 取締役、監査役および会計監査人は、株主総会において選任する。 

２． 取締役、監査役を選任する株主総会決議においては、株主総会において議決権を行使すること

ができる株主の３分の１以上を有する株主の出席を要し、その議決権の過半数をもって行う。 

３． 取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする。 

（任  期） 

第１８条 取締役の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総

会の終結のときまでとする。 

２． 増員または補欠として選任された取締役の任期は、その選任時に在任する他の取締役の任期

の満了するときまでとする。 

３． 監査役の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会

の終結のときまでとする。 

４． 補欠として選任された監査役の任期は、退任した監査役の任期の満了するときまでとする。 

５． 会計監査人の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主

総会の終結のときまでとする。 

６． 会計監査人は、前項の定時株主総会において別段の決議がなされなかったときは、当該定時株

主総会において再任されたものとみなす。 

（代表取締役、役付取締役および常勤の監査役） 

第１９条 当会社を代表する取締役は、取締役会の決議により選定する。 

２． 取締役会の決議により、取締役会長、取締役社長各１名、取締役副社長、専務取締役および常

務取締役若干名を選定することができる。 

３． 監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定する。 

 

（相 談 役） 

第２０条 取締役会の決議により、相談役若干名を置くことができる。 

 

（委 員 会） 

第２１条 取締役社長の諮問機関として委員会を置くことができる。 



２． 委員会の構成および運営については、取締役会の定める委員会規則による。 

（報  酬） 

第２２条 取締役および監査役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として会社から受ける財産上の利

益については、それぞれ株主総会の決議によって定める。 

２． 会計監査人の報酬は、代表取締役が監査役会の同意を得て定める。 

 

 

第５章  取締役会および監査役会 

 

（取締役会および監査役会の招集） 

第２３条 取締役会の招集は、法令に別段の定めがある場合を除き取締役社長がこれを行い、取締役社

長に事故があるときは、取締役会において定めた順序に従い、他の取締役がこれを行う。 

２． 取締役会の招集通知は、各取締役および各監査役に対し会日の３日前までに発する。 

３． 監査役会の招集通知は、各監査役に対し会日の３日前までに発する。 

４． 第２項および第３項において、緊急の必要があるときは、この期間を短縮することができる。 

５． 監査役全員の同意があるときは、招集の手続きを経ないで監査役会を開くことができる。 

（取締役会の議長） 

第２４条 取締役会の議長は、取締役会長があたる。 

２． 取締役会長に事故があるときは、取締役社長がこれにあたり、会長および社長ともに事故あると

きは、取締役会において定めた順序に従い他の取締役がこれを行う。 

 

（取締役会および監査役会の決議方法） 

第２５条 取締役会の決議は、議決に加わることができる取締役の過半数が出席し、出席取締役の過半

数をもって行う。 

２． 監査役会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、監査役の過半数をもって行う。 

 

（取締役会の決議等の省略） 



第２６条 取締役が取締役会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案につ

き当該事項について議決に加わることができる取締役の全員が書面または電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、監査役が異議を述べたときを除き当該提案を可決する旨の取締役会の

決議があったものとみなす。 

 

（取締役、監査役の責任免除等） 

第２７条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、監査役の同意および取締役会の決議によっ

て、同法第４２３条第１項の取締役（取締役であったものを含む）の責任を法令の限度内において免

除することができる。 

２． 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第４２３条第１

項の監査役（監査役であったものを含む）の責任を法令の限度内において免除することができる。 

３． 当会社は、会社法第４２７条第１項の規定により、非業務執行取締役または監査役との間に、同

法第４２３条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる。ただし、当該契約に基づく

賠償責任の限度額は、同法第４２５条第１項に定める最低責任限度額とする。 

 

 

第６章  計    算 

 

（事業年度） 

第２８条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

（剰余金の配当等） 

第２９条 当会社は、株主総会の決議によって、毎年３月３１日の最終の株主名簿に記載の株主または登

録株式質権者に対して配当を行う。 

（剰余金の配当等の除斥期間） 

第３０条 剰余金の配当が支払開始の日から３年を経過しても受領されないときは、当会社はその支払義

務を免れる。 

２． 剰余金の配当には利息をつけない。 

附    則 



 

（設立に際して発行する株式の総数） 

１． 当会社の設立に際して発行する株式の総数は、額面株式１４，０００株とし、その発行価額は、１株に

つき金５０，０００円とする。 

（最初の事業年度） 

２． 当会社の最初の事業年度は、会社成立の日から平成２年３月３１日までとする。 

（最初の取締役および監査役の任期） 

３． 当会社の最初の取締役および監査役の任期は、選任後１年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時株主総会終結のときまでとする。 

（発起人の氏名、住所および引受株式数） 

４． 当会社の発起人の氏名、住所および引受株式の数は次のとおりとする。 

 （発起人の住所、氏名）             （引受株式の数） 

東京都新宿区神楽坂１丁目１番地 

社団法人 全国農協観光協会       額面株式   １３，２８０株 

 

東京都千代田区大手町一丁目８番３号 

全国農業協同組合中央会         額面株式        ２０株 

 

東京都千代田区大手町一丁目８番３号 

全国農業協同組合連合会         額面株式       ２００株 

 

東京都千代田区平河町二丁目７番９号 全共連ビル 

全国共済農業協同組合連合会      額面株式       ２００株 

 

東京都台東区秋葉原２番３号 

全国新聞情報農業協同組合連合会   額面株式        ２０株 



 

東京都千代田区大手町１丁目８番３号 農協ビル 

全国厚生農業協同組合連合会      額面株式        ２０株 

 

東京都千代田区大手町１丁目８番３号 

社団法人 全 国 信 連 協 会      額面株式        ２０株 

 

東京都千代田区大手町１丁目８番３号 

農 林 中 央 金 庫            額面株式       ２００株 

 

東京都新宿区市谷船河原町１１番地 

社団法人 家 の 光 協 会       額面株式        ２０株 

 

以上のとおり、株式会社農協観光設立のため、本定款を作成し、発起人が次に記名捺印する。 

 

  平成元年９月２９日 

 

 株式会社 農 協 観 光 

 発起人 社団法人 全国農協観光協会 

 理  事  佐  藤  喜  春 

 発起人 全国農業協同組合中央会 

 会  長  堀  内  巳  次 

 発起人 全国農業協同組合連合会 

 理  事  石  川  正  平 

 発起人 全国共済農業協同組合連合会 



 理  事  石  渡  重  男 

 発起人 全国新聞情報農業協同組合連合会 

 理  事  行  廣     守 

 発起人 全国厚生農業協同組合連合会 

 理  事  堀  野  豊  夫 

 発起人 社団法人 全 国 信 連 協 会 

 理  事  田  中  正  文 

 発起人 農 林 中 央 金 庫 

 理事 長  森  本     修 

 発起人 社団法人 家 の 光 協 会 

 理  事  床  鍋  繁  則 



コンプライアンス規程 

 

制定 平成２９年８月１日 

改定 令和 ３年４月１日 

改定 令和 ４年６月１日 

 

 

第１章 総  則 

（目 的） 

第１条 この規程は、当社の全役職員が法令や規程はもとより、企業倫理や企業理念・行動基準、

さらには社会からの要請と期待に沿って誠実な行動をとるために必要な事項を定め、それら

を社内に浸透、遵守させるために行う諸活動（以下「コンプライアンス」という。）により、

会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目的とする。 







社内通報制度規程 

 

制定 平成１６年７月１日 

改定 平成２５年４月１日 

改定 平成２９年２月１日 

 

（総 則） 

第１条  この規程は、社内通報制度「Ntourヘルプライン（呼称）」の取扱いを定める。 









制定   平成元年11月22日 

改定   平成 2年 4月 1日 

改定   平成 4年 4月 1日 

改定  平成 4年 7月 1日 

改定   平成 5年 4月 1日 

改定   平成 6年 4月 1日 

改定   平成 7年 4月 1日 

改定   平成 8年 8月 1日 

改定   平成 9年 4月 1日 

改定   平成10年 4月 1日 

改定   平成11年 4月 1日 

改定   平成14年 4月 1日 

改定   平成15年 4月 1日 

改定   平成16年 4月 1日 

改定   平成17年 4月 1日 

改定   平成18年 4月 1日 

改定  平成19年 4月 1日 

改定   平成20年 4月 1日 

改定   平成22年 4月 1日 

改定   平成23年 4月 1日 

改定   平成24年 4月 1日 

改定   平成25年 4月 1日 

改定   平成28年 4月 1日 

改定  平成29年 4月 1日 

改定  平成31年 4月 1日 

改定   令和 3年 4月 1日 

改定   令和 4年 4月 1日 

 

 

 

 

第１章  総   則 

（目  的） 

第 １ 条 この規程は、株式会社農協観光（以下「会社」という。）の業務組織、業務分掌および職位の責

任と権限に関する基準を定め、もって業務の組織的、能率的な運営を図ることを目的とする。 



 



     











           











給 与 規 程 

制定   平成 元年 11月 22日 

改定   平成 2年 10 月 1 日 

改定   平成 ４年 4 月 1 日 

改定   平成 ６年 4 月 1 日 

改定   平成 ８年 4 月 1 日 

改定   平成 12年 4 月 1 日 

改定   平成 15年 4 月 1 日 

改定   平成 19年 4 月 1 日 

改定   平成 21年 4 月 1 日 

改定   平成 23年 4 月 1 日 

改定   平成 24年 4 月 1 日 

改定   平成 27年 4 月 1 日 

改定   平成 28年 4 月 1 日 

改定   平成 29年 4 月 1 日 

改定   令和 3年 4 月 1 日 

第１章  総 則 

（目的） 

第１条 この規程は、就業規則第５５条の規程にもとづき従業員の給与支給に関する事項を定める。 















文書規程 

制定   平成 2年 1月 1日 

改定   平成 2年 4月 1日 

改定   平成 9年 4月 1日 

改定   平成16年 1月 1日 

改定   平成19年 4月 1日 

改定   平成20年 4月 1日 

改定   平成21年 4月 1日 

改定   平成24年 4月 1日 

改定   平成25年 4月 1日 

改定   令和元年10月 1日 

改定   令和 4年 4月 1日 

 

第１章  総    則 

（目  的） 

第１条 この規程は、文書の取扱いについて基本となる事項を定め、もって事務の組織的かつ能率的な運営

に資することを目的とする。 







「 リ ス ク 管 理 要 領 」 

 

制定 平成２０年４月１日                    

改定 平成２５年４月１日 

改定 平成２９年１月１日 

改定  令和４年６月１日

  

 

第１章 総則 

（目 的） 

第１条 この要領は、ＣＳＲ基本方針および内部統制方針、危機管理規程に基づき、当会社（以下、

「当社」という。）におけるリスク管理の手続き等の詳細を定める。 

 



 









制定  平成  2年 1月 1日
改定  平成  4年 4月 1日
改定  平成  6年 4月 1日
改定  平成10年 4月 1日
改定  平成12年 4月 1日
改定  平成16年 8月 1日
改定  平成19年 4月 1日
改定  平成22年 6月 1日
改定  平成23年 4月 1日

 
第 章 資産の区分
 





制定   平成元年11月22日
 改定   平成 2年 2月20日
 改定   平成 4年 4月 1日
 改定   平成12年 4月 1日
改定   平成19年 4月 1日
改定 平成22年 6月 1日
改定 平成25年 4月 1日

総則
（目 的）

第 1 条 この規程は、会社の事業目的達成のために、財政状態ならびに経営成績に関して、適正かつ迅速な
処理により業務の実態を明確に把握し、経営能率の向上に役立たせることを目的とする。



制定   平成元年11月22日
 改定   平成 2年 2月20日
 改定   平成 4年 4月 1日
 改定   平成12年 4月 1日
改定   平成19年 4月 1日

勘定科目および帳票





 制定   平成元年11月22日
改定   平成 2年 2月20日
改定   平成 4年 4月 1日
改定   平成12年 4月 1日
改定   平成19年 4月 1日

資金



制定   平成元年11月22日
改定   平成 2年 2月20日
改定   平成 4年 4月 1日
改定   平成12年 4月 1日
改定   平成19年 4月 1日
改定   平成25年 4月 1日

決算
 





2024 年4月

「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」 に基づく休眠預金により支払われる社員

の人件費水準の公開について

株式会社農協観光

【時給換算】

3.324円／時間 ～ 4,600円／時間

「民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律」に基づき実施する事業において、休眠預

金を原資として支払う人件費については以下のとおりです。


